
中間目標（H31) 実績（H31) 評価 最終目標（R5)

目標１

雇用創出人数

塩那北・塩那南・日光地域 20人 8人 40人

宇都宮・芳賀地域 60人 97人 80人

県南地域 50人 22人 70人

目標２ 13件 15件 19件

（うち移転型4件） （うち移転型4件） （うち移転型6件）

2件 1件 4件

（うち移転型1件） （うち移転型1件） （うち移転型2件）

6件 10件 8件

（うち移転型2件） （うち移転型2件） （うち移転型2件）

5件 4件 7件

（うち移転型1件） （うち移転型1件） （うち移転型2件）

※A：「中間目標値」以上、B：「中間目標値」の80％以上、C：「中間目標値」の50％以上80％未満、D：「中間目標値」の50％未満

評価指標（目標）の達成状況

【本社機能立地支援賃料等補助制度】
　本社機能の立地を支援するため、その立地に係る賃借料等の補助を行う。

【企業に対する周知活動】
　企業立地トップセミナー等を通じて、本社機能移転や未立地企業の本県への立地、既立地企業の定着を促進する。

　ものづくり県としての製造業の集積に加え、東京圏への近接性や高速交通ネットワークの充実、大規模な自然災害リスクの少なさなど、
本県の優れた立地環境を積極的にＰＲしていくとともに、企業の新規立地等に関する支援体制の充実や工業用地の確保、企業立地等に伴う
負担を軽減する補助制度、セミナー開催等を実施し、本社機能の移転・拡充を含めた企業誘致の更なる推進により本県における安定的な雇
用を確保していく。

130人 127人 190人

評価指標

　ホームページや各種説明会等を通じて、本県の立地環境や地方拠点強化税制を周知することで、本県への本社機能の移転拡充を促進する
とともに、本社機能のオフィスを設置した企業に対しては、補助制度等を通じて本県での事業拡大を支援していく。

とちぎ本社機能立地促進プロジェクト

中間評価
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県南地域

地方活力向上地域等特定業務
施設整備計画認定件数

地域再生計画の概要

関連する取組

総括評価

今後の展開

　県全体で見ると、雇用創出件数及び認定件数ともに、目標値を概ね満たす結果であった。一方で地域差が見られることから、目標に届か
ない地域への本社機能の移転や拡充を促す必要がある。

塩那北・塩那南・日光地域

宇都宮・芳賀地域


